
ひょうご健康的な食環境づくりプロジェクト

兵庫県保健医療部健康増進課

令和７年度都道府県等栄養施策担当者会議
R7.7.17 オンライン

41市町（29市12町）
（うち５保健所設置市:神戸､尼崎､姫路､西宮､明石）

県型保健所：12健康福祉事務所
人口  531万5,447人(R7.4推計)

面積  8,400.94㎢（633人/㎢）
高齢化率 29.7%(R7.2)

市町栄養士配置率 100%
（うち正規配置率 30市町：83%(R6))
市町食育推進計画策定率 100% 

県民局数：10
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ひょうご健康的な食環境づくりプロジェクト
～兵庫県のフレイル対策 多分野連携の視点から見直し～

・R6.8発足 参画事業者 11社 (内訳：食品製造7社､流通2社､配食2社)(R7.7現在)
【運営方針】①個社の強みを生かした多分野横連携による活動を展開

②適切な情報・適切な食品と、県民との接点を増やす
③活動を周知し事業者の参加を得て、事業者と消費者の両者に行動変化をもたらす

主体的で豊かな食･健康につながる情報共有

事業者の多面的な
活動
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2018
（H30)

2020
（R2)

2021
（R3)

ﾌﾚｲﾙﾊｲﾘｽｸ者ｱﾌﾟﾛｰﾁ事業（ﾊｲﾘｽｸｱﾌ゚ ﾛー ﾁ）
・ﾌﾚｲﾙﾊｲﾘｽｸ者の抽出方法と専門職へのｱﾌﾟﾛｰﾁ強化
・筋力維持向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ ・ｵｰﾗﾙﾌﾚｲﾙ改善体制整備
・栄養ｹｱ･ｽﾃｰｼｮﾝを活用した栄養・食生活支援（12カ所）
・ﾌﾚｲﾙﾊｲﾘｽｸ者への普及実践（ﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸｱﾌﾟﾘ開発等）

2019
（R元)

ﾌﾚｲﾙ対策評価事業（ﾎﾟﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝｱﾌﾟﾛｰﾁ）

・ﾌﾚｲﾙ対策評価指標を9市町でﾓﾃﾞﾙ検証し、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ改訂

・ｵｰﾗﾙﾌﾚｲﾙ検査体制整備事業をﾓﾃﾞﾙ実施

・普及啓発（ﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸ票導入、ﾌﾚｲﾙ予防動画、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ）

R3～8 老人福祉計画 通いの場でのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ活用明記
ﾌﾚｲﾙ予防・改善ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開発
・口腔機能の向上と栄養状態の改善を一体的に実施

・市町が関係団体等と連携し、ﾌﾚｲﾙ対策に取組む際の指針

・健康支援型配食ｻｰﾋﾞｽの導入、配食事業者一覧表の提供

高齢者の保健事業と

  介護予防の一体的実施

（R2 9市町→R6 41市町）

国保県繰入金ﾒﾆｭｰに

ﾌﾚｲﾙ対策を位置づけ

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、ﾁｪｯｸ票活用の加速化

【栄養士会】

ﾌﾚｲﾙ予防教室、配食連携

市町

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを用いたﾌﾚｲﾙ対策
（R2 32市町活用（78%)→R3 100%）

県

関係団体委託補助
ﾌﾚｲﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの普及（市町、関係団体等）

一体的実施に向けた市町説明会等の場を有効活用

政策研究「大腿骨近位部骨折の要因分析」
女性のやせが要因（大阪医科歯科大学との共同研究）

【歯科医師会】

ｵｰﾗﾙﾌﾚｲﾙ検査指導整備

【栄養士会】

ﾌﾚｲﾙ評価指標ﾓﾃﾞﾙ検証

【県立まちづくり研究所】

【歯科医師会】

ｵｰﾗﾙﾌﾚｲﾙ対応歯科診療所の登録

【栄養士会】

栄養ｹｱｽﾃｰｼｮﾝ増設拡充

【ﾈｽﾚ】ﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸｱﾌﾟﾘ開発

KDB補完プログラムの機能拡充

（後期高齢者質問票＋ﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸ項目）

2022
(R4)

R４～９健康づくり推進プラン、食育推進計画

関連計画

包括的フレイル対策事業（包括的ｱﾌ゚ ﾛー ﾁ）
・専門職と連携した運動指導の実施(R4～6)・生活困窮世帯及び者への栄養・食生活支援体制整備(R4-5)
・ｵｰﾗﾙﾌﾚｲﾙ改善ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(R4) ・ｵｰﾗﾙﾌﾚｲﾙ対応歯科診療所連携強化(R5) ・ｵｰﾗﾙﾌﾚｲﾙ対策実態調査(R6)

  ・栄養ｹｱ･ｽﾃｰｼｮﾝを活用した栄養・食生活支援(R3～)・ｺﾛﾅﾌﾚｲﾙ予防の普及実践(ﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸｱﾌﾟﾘ等)(R3～）
・食環境づくりを通じた戦略的フレイル予防(R5～)

【医師会】運動指導

【歯科医師会】

ｵｰﾗﾙﾌﾚｲﾙ対応歯科診療所の登録

【栄養士会】

栄養ｹｱｽﾃｰｼｮﾝ増設拡充

【ﾈｽﾚ】ﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸｱﾌﾟﾘ導入・啓発

R6～R11 健康づくり推進実施計画
（高齢者の低栄養抑制、栄養ｹｱ･ｽﾃｰｼｮﾝ設置増、

誰もが自然に健康になれる食環境づくりの推進）
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取組 施策のポイント

～H30
フレイル予防･
改善プログラム
開発

・市町各部門と関係団体等の役割を具
体的に提示
★市町･配食事業者･庁内関係課との関
係構築

R1～ プログラム普及
・事業継続･展開への仕組みを構築
★職能団体･庁外関係機関･食関連事業
者との関係構築

R4～
包括的アプロー
チ展開

・各団体と連携しアウトリーチを展開
★多方面の職能団体・食関連事業者と
の連携深化

食育・食環境の取組

･食の健康協力店(H15～)

･地域における食育推進
(H21～)

･健康づくりﾁｬﾚﾝｼﾞ企業
(H25～)

･若い世代への食育(H29～)

･ひょうごアサ＠(R4～)

【課題】
・通いの場が新型コロナウィルス感染症により休止。参加率がどれ位伸びるか不明
・フレイルチェック票回答件数は増加するも、すそ野が拡大しているか不明
・フレイルの認知度は60歳代以上の約3割に留まる

⇒社会参加の機会が少ない人やフレイルリスクが高まる前の壮年期世代への啓発が必要
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フレイルチェック票
回答数は1割未満
(R6:2万9千人)

1割程度

通いの場に参加する
高齢者は1割程度
(R4:10.0％)
(参加率目標：R8末11.6%)

1割程度

フレイルを認知している人
は60歳代以上の
約3割
(R3:31.9%)

従来接点がなかった 高齢者(と予備群)に対し

フレイル予防のため啓発する「接点の創出」が必要

市町介護予防主管課
地域包括支援センター
市町健康増進主管課

市町国民健康保険主管課
居宅介護支援事業所
福祉・介護施設

薬局

栄養ケア・
ステーション
配食事業者

歯科医院

リハビリ施設
住宅改修業者

保護課
社会福祉協議会

医療機関

フレイル予防改善プログラム
関係機関・団体を示す

後期高齢者健診受診率
は1割程度(R4:16%)
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すべての年代の住民に対し連携できる関係者がいることが強み。

このリソースを生かし食環境の側面からフレイル予防に取り組めばよい

市町介護予防主管課
地域包括支援センター
市町健康増進主管課

市町国民健康保険主管課

居宅介護支援事業所
福祉・介護施設

薬局

栄養ケア・
ステーション
配食事業者

歯科医院
リハビリ施設
住宅改修業者

保護課
社会福祉協議会医療機関

食育・食環境
関係機関・事業者を示す

食の健康協力店
(飲食店･流通)

(8,608店舗)

商工会議所
事業所
社食・学食
給食受託事業者

大学・高校
中学校・小学校
幼稚園・保育所

メディア

病院
老人福祉施設
社会福祉施設

高齢者大学
教育文化施設

食生活改善推進員

移動販売事業者

健康づくりﾁｬﾚﾝｼﾞ企業
(2,377社)

ひょうごアサ＠
(ﾒｰｶｰ､流通ほか24社)

若い世代への食育

NPO
子ども食堂

直売所
生産者団体

消費者ｾﾝﾀｰ
婦人会

食育・食環境
関係事業を示す
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現有するリソースに対して求める役割を明確にし、各所へ協力を依頼

食育・食環境の取組 担当課 求める役割

ひょうごアサ＠
SDGｓ推進課 包括連携協定事業者への調整窓口

広報広聴課 広報戦略立案への助言

地域における食育推進

健康福祉事務所(保健所)

政令中核市､市町健康増進
食育主管課

事業者への広報

消費者への啓発・広報

健康づくりﾁｬﾚﾝｼﾞ企業 健康増進課(政策班) 事業者への広報

若い世代へのごはん食啓発 流通戦略課 事業者への広報

牛乳の消費拡大 畜産課 事業者への広報

食育・食環境の取組 関係機関 求める役割

地域における食育推進他 大学 国の政策を踏まえた組織運営への助言

地域における食育推進他

県栄養士会､地域栄養士会

栄養ケア・ステーション

食生活改善推進員

事業者が行う取組への助言

事業者と消費者とをつなぐ啓発
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本プロジェクトの活動を示す図に、関係課・団体等を当てはめた。全方位にわたり概ねカバーできている。
⇒今後､県内全域に活動を浸透させる仕掛けを構築し､県と事業者による情報発信と合わせ一体的にアプローチする
予定。

広報広聴課

保健所･政令中核市・市町
食生活改善推進員SDGｓ推進課

SDGｓ推進課
流通戦略課･畜産課

生産者団体

大学･栄養士会
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